2008年度「労働法」（水町）

第14回　労働者の人権保障１―労働憲章、性差別（text185-204）
１　労働憲章
1.1　不当な人身拘束の禁止

　　○強制労働の禁止（労基法5条）
　　○契約期間の制限（労基法14条）

　　○違約金・賠償予定の禁止（労基法16条）
　　　＊留学費用・研修費用の返還規定は本条に反するか？
　　　　＃13など
　　○前借金相殺の禁止（労基法17条）

　　○強制貯金の禁止、任意的貯蓄金管理の規制（労基法18条）

　　○寄宿舎における私生活の自由など（労基法94条以下）

1.2　中間搾取の排除
　　○第三者による中間搾取の禁止（労基法6条）
　　　　Cf. 職業紹介事業、労働者供給事業等の規制（職業安定法）

1.3　公民権の保障

　　○労働時間中の公民権行使の保障（労基法7条）

　　　＊会社の承認を得ないで公職（市会議員）に就任したことを理由に解雇することは適法か？

　　＃15など
２　雇用差別
2.1　雇用差別をめぐる法状況
　　○アメリカとヨーロッパの状況
　　○日本の状況

　　　　・労基法3条、4条

　　　　・男女雇用機会均等法

　　　　・パートタイム労働法

　　　　・雇用対策法

　　　　・労働組合法7条1号
2.2　均等待遇原則（労基法3条）
　　○国籍、信条、社会的身分を理由とする差別の禁止
　　　＊本条は採用行為（不採用）にも適用されるか？

　　　　＃9

　　○立証責任と法的救済

2.3　男女賃金差別の禁止（労基法4条）

2.3.1　要件

　　○「賃金差別」
　　　＊資格と賃金が直接連動している職能資格制度下での昇格差別はどうか？

　　　　＃31など

　　○「女性であることを理由とする」差別

　　　＊家族手当を男性にのみ支給することは本条に違反するか？

　　　　＃30

　　　＊性中立的な基準に基づく取扱いは本条に違反するか？
　　○同一（価値）労働同一賃金原則との関係

2.3.2　立証責任と法的救済
　　○立証責任の分配

　　○差額賃金請求権の存否
○損害賠償の範囲（損害額の認定）
2.4　賃金以外の男女差別（男女雇用機会均等法など）

○募集・採用に関する差別（均等法5条）
○配置・昇進・退職などに関する差別（均等法6条）
○男女別コース制・コース別雇用制

　　　　・男女別コース制

　　　　　＊均等法がこれを違法とする以前（1999年4月施行前）の男女別コース制は適法だったのか？

　　　　　＊1999年4月以降、それ以前の処遇格差を維持する（是正措置をとらない）ことは違法か？

　　　　・コース別雇用制

　　○間接差別（均等法7条）
　　　　・禁止の対象とされる「間接差別」（均等法施行規則2条）

　　　　・「合理的な理由」
　　○婚姻・妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い（均等法9条）
探究　2006（平成18）年均等法改正によって、日本でも「間接差別」の禁止が限定つきで法律上定められるに至った。このような政策の方向性や手法は妥当か？
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